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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
分子内に２個以上の、１級もしくは２級アミノ基を有する多官能アミン化合物と、分子内
に２個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能（メタ）アクリレート化合物とを界
面重合させてなるマイクロカプセル。
【請求項２】
多官能アミン化合物が、ポリエチレンイミン、ポリビニルアミン、またはポリアリルアミ
ンである請求項１記載のマイクロカプセル。
【請求項３】
マイクロカプセルの内包物が疎水性の液体を含み、前記疎水性の液体の電導度が、0～20
ｐS/cmの範囲である請求項１または２記載のマイクロカプセル。
【請求項４】
マイクロカプセルの内包物が、分散状態の電気泳動性粒子と疎水性の液体とを含む請求項
１～３いずれか記載のマイクロカプセル。
【請求項５】
分子内に２個以上の、１級もしくは２級アミノ基を有する多官能アミン化合物と、分子内
に２個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能（メタ）アクリレート化合物とを界
面重合させることを特徴とするマイクロカプセルの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】



(2) JP 4200764 B2 2008.12.24

10

20

30

40

50

【発明の属する技術分野】
本発明は、アミノ基と（メタ）アクリロイル基の反応により形成される新規カプセル壁か
らなる、疎水性物質含有マイクロカプセルに関する。特に、表示媒体に使用する電気泳動
性粒子分散液を内包したマイクロカプセルに関する。
【０００２】
【従来の技術】
マイクロカプセルは感圧記録紙や感熱記録紙などの記録材料、農薬、医薬、香料、液晶、
接着剤など多くの分野で用いられている。その製法についても多くの方法が提案されてお
り、代表的なマイクロカプセル化法としては、コアセルベーション法、ｉｎ－ｓｉｔｕ重
合法、界面重合法などが知られている。コアセルベーション法は、例えばゼラチン－アラ
ビアゴムの系に代表されるように、連続相に溶解した高分子を析出させることでそれらの
高分子からなるマイクロカプセル壁を形成する。この壁は水を含んだゲル膜であり柔らか
く、ある程度の変形に耐えられるマイクロカプセルが得られる。しかし、マイクロカプセ
ルを取り出して乾燥させるとマイクロカプセルが壊れてしまうという欠点がある。ｉｎ－
ｓｉｔｕ重合法はマイクロカプセル内部から反応させる場合と、外部から反応させる場合
があるが、内部から反応させる場合はマイクロカプセル内部に入れる物質への悪影響が考
えられる。外部から反応させる場合には、マイクロカプセル表面に膜を形成させる条件が
狭く、使用できる材料も限定されてくる。また、連続相にマイクロカプセル壁に使用され
なかった樹脂が多量に発生し効率的であるといえない。界面重合法は、疎水性モノマーと
親水性モノマーを用いて、内容物界面で反応させて、マイクロカプセル壁を形成させる方
法である。この方法は、一般的には疎水性モノマーとして多官能イソシアネート化合物、
親水性モノマーとして多官能アミン化合物が用いられる。それぞれのモノマーを選択する
ことでカプセル膜の物性をある程度は調整できるが、イソシアネート化合物を使用する限
り連続相の水との反応を避けることができない。イソシアネート化合物と水が反応するこ
とで炭酸ガスが発生してしばしばカプセル膜が多孔質になり内容物のバリア性に問題が発
生する。さらにイソシアネート化合物はアミン化合物となりお互いが反応することになり
目的とするカプセル膜の物性が得られにくいといった問題点がある。
【０００３】
ところで近年、情報機器の発展に伴い、各種情報のデータ量は拡大の一途をたどり、情報
の出力も様々な形態をとっている。情報出力の形態は一般的にブラウン管や液晶を用いた
ディスプレイ画面に表示されるが、これらディスプレイにおいては、携帯性や低電力性な
どが求められており、新規ディスプレイの開発が盛んに行われている。このような新規デ
ィスプレイとして、電気泳動性の粒子を、該粒子とは異なる色調に着色された分散媒に分
散した分散系をマイクロカプセルに封入し、これらマイクロカプセルを電極間に配装する
構成の電気泳動表示装置が提案されている（特許文献１～３参照）。これら表示装置の特
徴は携帯性に優れ、ある程度フレキシブルであることがあげられる。マイクロカプセルを
使用した表示装置の場合、カプセル内に封入された電気泳動性粒子含有分散媒が外に漏れ
ない様にカプセル膜は高いバリア性が必要になる。
【０００４】
【特許文献１】
特開平１－８６１１６号公報
【特許文献２】
米国特許第６，２４１，９２１号明細書
【特許文献３】
米国特許第６，２６２，７０６号明細書
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の課題は、従来のマイクロカプセルにおける上記した問題を解決するためになされ
たものであって、特に、マイクロカプセル壁が多孔質にならず、バリア性に優れたマイク
ロカプセルを提供するものである。さらに内容物に対しても悪影響の少なく、塗工乾燥し
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て取り扱うことのできるマイクロカプセルを提供するものである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明者等は鋭意検討の結果、マイクロカプセル壁を形成する材料として、多官能アミン
化合物と（メタ）アクリロイル基含有化合物を界面重合することで上記課題を解決できる
ことを見出した。
【０００７】
すなわち、本発明は、分子内に２個以上の、１級もしくは２級アミノ基を有する多官能ア
ミン化合物と、分子内に２個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能（メタ）アク
リレート化合物とを界面重合させてなるマイクロカプセルに関する。
【０００８】
また、本発明は、多官能アミン化合物が、ポリエチレンイミン、ポリビニルアミン、また
はポリアリルアミンである上記マイクロカプセルに関する。
【０００９】
また、本発明は、マイクロカプセルの内包物が疎水性の液体を含み、前記疎水性の液体の
電導度が、0～20ｐS/cmの範囲である上記マイクロカプセルに関する。
【００１０】
また、本発明は、マイクロカプセルの内包物が、分散状態の電気泳動性粒子と疎水性の液
体とを含む上記マイクロカプセルに関する。
【００１１】
また、本発明は、分子内に２個以上の、１級もしくは２級アミノ基を有する多官能アミン
化合物と、分子内に２個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能（メタ）アクリレ
ート化合物とを界面重合させることを特徴とするマイクロカプセルの製造方法に関する。
分子内に２個以上の１級もしくは２級アミノ基を有する多官能アミン化合物と、分子内に
２個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能（メタ）アクリレート化合物とを反応
させてなることを特徴とするマイクロカプセルに関する。
【００１２】
【発明の実施の形態】
本発明のマイクロカプセルは、多官能アミン化合物と多官能（メタ）アクリレート化合物
との反応物からマイクロカプセル壁が形成されることを特徴とする。本発明のマイクロカ
プセルは、多官能（メタ）アクリレート化合物を含む疎水性内包物を、分散剤を含む連続
相中に液滴状に乳化または分散させ、次いで、この連続相中に前記多官能（メタ）アクリ
レートに反応性を有する多官能アミン化合物を加え、前記多官能（メタ）アクリレートと
多官能アミン化合物との界面重合によってカプセル壁を形成させる。
【００１３】
以下に本発明について詳細に説明する。本発明のマイクロカプセルの形成材料として使用
する分子内に２個以上の、１級もしくは２級アミノ基を有する多官能アミン化合物として
は、例えば、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタミ
ン、１,６－ヘキサメチレンジアミン、１,８－オクタメチレンジアミン、１,１２－ドデ
カメチレンジアミン、ｏ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレ
ンジアミン、ｏ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン、ｍ－キシリレンジアミ
ン、メンタンジアミン、ビス（４－アミノ－３－メチルシクロヘキシルノメタン、イソフ
ォロンジアミン、１,３－ジアミノシクロヘキサン、スピロアセタール系ジアミン等があ
げられる。さらに、ポリエチレンイミン、ポリビニルアミン、ポリアリルアミン等の高分
子量タイプの多官能アミン化合物が挙げられる。好ましくは、ポリエチレンイミン、ポリ
ビニルアミン、ポリアリルアミン等の高分子量タイプの多官能アミン化合物が挙げられる
。これら高分子タイプの多官能アミン化合物を用いることでカプセル壁をより強靱にする
ことができる。
【００１４】
また、場合によっては単官能アミン化合物として例えば、ベンジルアミン、フェネチルア
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ミン、エチルアミン、ｎ－プロピルアミン、イソプロピルアミン、ｎ－ブチルアミン、イ
ソブチルアミン、ｎ－ペンチルアミン、イソペンチルアミン、ｎ－ヘキシルアミン、シク
ロヘキシルアミン、ｎ－ヘプチルアミン、ｎ－オクチルアミン、２－エチルヘキシルアミ
ン、ｎ－ノニルアミン、ｎ－デシルアミン、ｎ－ドデシルアミン、ｎ－テトラデシルアミ
ン、ｎ－ヘキサデシルアミン、ｎ－オクタデシルアミンなどを併用することができる。
【００１５】
一方、分子内に２個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能（メタ）アクリロイル
基含有化合物としては、例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，４－
ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレ
ート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メ
タ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレング
リコールジ（メタ）アクリレート等のアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジ
メチロールトリシクロデカンジ（メタ）アクリレート等の二官能（メタ）アクリレート類
。グリセリントリ（メタ）アクリレート、グリセリンエチレンオキシド変性トリ（メタ）
アクリレート、グリセリンプロピレンオキシド変性トリ（メタ）アクリレート、トリメチ
ロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンエチレンオキシド変
性トリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンプロピレンオキシド変性トリ（メ
タ）アクリレート、イソシアヌル酸エチレンオキシド変性トリ（メタ）アクリレート、イ
ソシアヌル酸プロピレンオキシド変性トリ（メタ）アクリレート、イソシアヌル酸エチレ
ンオキシド変性ε－カプロラクトン変性トリ（メタ）アクリレート、１，３，５－トリア
クリロイルヘキサヒドローｓ－トリアジン、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレ
ート、ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレートトリプロピオネートなどの三官
能（メタ）アクリレート類。また、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレートモノプロピオネート、ジペンタエリ
スリトールヘキサ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタンテトラ（メタ）アクリ
レート、オリゴエステルテトラ（メタ）アクリレート、トリス（（メタ）アクリロイルオ
キシ）ホスフェート等の多官能（メタ）アクリレート類があげられる。さらに、ポリエス
テル（メタ）アクリレート、ポリウレタン（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アク
リレート、（メタ）アクリル化マレイン酸変性ポリブタジエン等の高分子（メタ）アクリ
レートも使用することができる。
【００１６】
また、場合によっては単官能（メタ）アクリレート化合物として例えば、メチル（メタ）
アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソ
プロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）
アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－アミル（メタ）アクリレート、イ
ソアミル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシ
ル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）ア
クリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリール（メタ）アクリ
レート、イソボニル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（
メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート等、
メトキシポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、エトキシポリエチレングリコ
ール（メタ）アクリレート等のアルコキシポリアルキレングリコール（メタ）アクリレー
ト類、
２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレ
ート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、グリセロール（メタ）アクリレート
、ポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール（メタ）ア
クリレート等の水酸基含有（メタ）アクリレート類、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－
ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソ
プロピル（メタ）アクリルアミド、ダイアセトン（メタ）アクリルアミド、アクリロイル
モルホリン、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アク
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リルアミド等のＮ－置換型（メタ）アクリルアミド類、
アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸、マレイン酸、フマール酸、クロトン酸などの重
合性不飽和カルボン酸およびそれらの無水物などカルボキシル基含有単量体類、
グリシジル（メタ）アクリレート等のエポキシ基含有モノマー類、
並びに（メタ）アクリロニトリル、クロトンニトリルなどを併用することができる。
【００１７】
次に、本発明の電気泳動性粒子内包マイクロカプセルの製造に使用することができるその
他の構成材料について説明する。まず、疎水性の液体は、後述の電気泳動性粒子を分散さ
せる疎水性分散媒として働き、例えばベンゼン、トルエン、キシレン、フェニルキシリル
エタン、ジイソプロピルナフタレン、ナフテン系炭化水素等の芳香族炭化水素類、
ヘキサン、ドデシルベンゼン、シクロヘキサン、ケロシン、パラフィン系炭化水素等の脂
肪族炭化水素類、
クロロホルム、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、トリフルオロエチレン、テ
トラフルオロエチレン、ジクロロメタン、臭化エチル等のハロゲン化炭化水素類、
リン酸トリクレジル、リン酸トリオクチル、リン酸オクチルジフェニル、リン酸トリシク
ロヘキシル等のリン酸エステル類、
フタル酸ジブチル、フタル酸ジオクチル、フタル酸ジラウリル、フタル酸ジシクロヘキシ
ル等のフタル酸エステル類、オレイン酸ブチル、ジエチレングリコールジベンゾエート、
セバシン酸ジオクチル、セバシン酸ジブチル、アジピン酸ジオクチル、トリメリット酸ト
リオクチル、クエン酸アセチルトリエチル、マレイン酸オクチル、マレイン酸ジブチル、
酢酸エチル等のカルボン酸エステル類、
イソプロピルビフェニル、イソアミルビフェニル、塩素化パラフィン、ジイソプロピルナ
フタレン、１，１－ジトリルエタン、１，２－ジトリルエタン、２，４－ジターシャリア
ミノフェノール、Ｎ，Ｎ－ジブチル－２－ブトキシ－５－ターシャリオクチルアニリン等
が挙げられるが、これらに限定されるものではない。また、これらの疎水性の液体はそれ
ぞれ単独で、又は２種類以上を混合して用いることができる。
【００１８】
また上記、疎水性分散媒としては、無色、有色のいずれをも用いることができる。電気泳
動性粒子として正に帯電した粒子と負に帯電した粒子または、正または負に帯電した粒子
と帯電していない粒子のように２種類の粒子を使用する場合は無色の疎水性分散媒を使用
するが、１種類の電気泳動性粒子を使用する場合は有色の疎水性分散媒として染料を溶解
した分散媒を使用する。その際用いることができる染料としては、油溶性染料が用いられ
、例えばスピリットブラック（ＳＢ、ＳＳＢＢ、ＡＢ）、ニグロシンベース（ＳＡ、ＳＡ
Ｐ、ＳＡＰＬ、ＥＥ、ＥＥＬ、ＥＸ、ＥＸＢＰ、ＥＢ）、オイルイエロー（１０５、１０
７、１２９、３Ｇ、ＧＧＳ）、オイルオレンジ（２０１、ＰＳ、ＰＲ）、ファーストオレ
ンジ、オイルレッド（５Ｂ、ＲＲ、ＯＧ）、オイルスカーレット、オイルピンク３１２、
オイルバイオレット＃７３０、マクロレックスブルーＲＲ、スミプラストグリーンＧ、オ
イルブラウン（ＧＲ、４１６）、スーダンブラックＸ６０、オイルグリーン（５０２、Ｂ
Ｇ）、オイルブルー（６１３、２Ｎ、ＢＯＳ）、オイルブラック（ＨＢＢ、８６０、ＢＳ
）、バリファーストイエロー（１１０１、１１０５、３１０８、４１２０）、バリファー
ストオレンジ（３２０９、３２１０）、バリファーストレド（１３０６、１３５５、２３
０３、３３０４、３３０６、３３２０）、バリファーストピンク２３１０Ｎ、バリファー
ストブラウン（２４０２、３４０５）、バリファーストブルー（３４０５、１５０１、１
６０３、１６０５、１６０７、２６０６、２６１０）、バリファーストバイオレット（１
７０１、１７０２）、ヴァリファーストブラック（１８０２、１８０７、３８０４、３８
１０、３８２０、３８３０）等を使用することができる。
【００１９】
本発明の電気泳動性粒子内包マイクロカプセルの製造方法に使用することができる電気泳
動性粒子としては、無機顔料粒子、有機顔料粒子を用いることができる。無機顔料粒子と
しては、例えば鉛白、亜鉛華、リトポン、二酸化チタン、硫化亜鉛、酸化アンチモン、炭
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酸カルシウム、カオリン、雲母、硫酸バリウム、グロスホワイト、アルミナホワイト、タ
ルク、シリカ、ケイ酸カルシウム、カドミウムイエロー、カドミウムリポトンイエロー、
黄色酸化鉄、チタンイエロー、チタンバリウムイエロー、カドミウムオレンジ、カドミウ
ムリポトンオレンジ、モリブデートオレンジ、ベンガラ、鉛丹、銀朱、カドミウムレッド
、カドミウムリポトンレッド、アンバー、褐色酸化鉄、亜鉛鉄クロムブラウン、クロムグ
リーン、酸化クロム、ビリジアン、コバルトグリーン、コバルトクロムグリーン、チタン
コバルトグリーン、紺青、コバルトブルー、群青、セルリアンブルー、コバルトアルミニ
ウムクロムブルー、コバルトバイオレット、ミネラルバイオレット、カーボンブラック、
鉄黒、マンガンフェライトブラック、コバルトフェライトブラック、銅クロムブラック、
銅クロムマンガンブラック、チタンブラック、アルミニウム粉、銅粉、鉛粉、鈴粉、亜鉛
粉等を使用することができる。
【００２０】
また、有機顔料粒子としては、例えばファストイエロー、ジスアゾイエロー、縮合アゾイ
エロー、アントラピリミジンイエロー、イソインドリンイエロー、銅アゾメチンイエロー
、キノフタロインイエロー、ベンズイミダゾロンイエロー、ニッケルジオキシムイエロー
、モノアゾイエローレーキ、ジニトロアニリンオレンジ、ピラゾロンオレンジ、ペリノン
オレンジ、ナフトールレッド、トルイジンレッド、パーマネントカーミン、ブリリアント
ファストスカーレット、ピラゾロンレッド、ローダミン６Ｇレーキ、パーマネントレッド
、リソールレッド、ボンレーキレッド、レーキレッド、ブリリアントカーミン、ボルドー
１０Ｂ、ナフトールレッド、キナクリドンマゼンタ、縮合アゾレッド、ナフトールカーミ
ン、ペリレンスカーレッド、縮合アゾスカーレッド、ベンズイミダゾロンカーミン、アン
トラキノニルレッド、ペリレンレッド、ペリレンマルーン、キナクリドンマルーン、キナ
クリドンスカーレッド、キナクリドンレッド、ジケトピロロピロールレッド、ベンズイミ
ダゾロンブラウン、フタロシアニングリーン、ビクトリアブルーレーキ、フタロシアニン
ブルー、ファストスカイブルー、アルカリブルートーナー、インダントロンブルー、ロー
ダミンＢレーキ、メチルバイオレットレーキ、ジオキサジンバイオレット、ナフトールバ
イオレット等を使用することができる。
【００２１】
また、電気泳動性粒子として、高分子微粒子を使用することができる。高分子微粒子とし
ては、従来公知の方法で製造することが可能であり、例えば、乳化重合を利用した方法、
シード乳化重合法、ソープフリー重合法、分散重合法、懸濁重合法等があげられるが、こ
れらの方法によって作製されたものに限定されるものではない。
高分子微粒子の材料としては、例えばスチレン系、スチレン－アクリル系、スチレン－イ
ソプレン系、ジビニルベンゼン系、メチルメタクリレート系、メタクリレート系、エチル
メタクリレート系、エチルアクリレート系、ｎ－ブチルアクリレート系、アクリル酸系、
アクリロニトリル系、アクリルゴム－メタクリレート系、エチレン系、エチレン－アクリ
ル酸系、ナイロン系、シリコーン系、ウレタン系、メラミン系、ベンゾグアナミン系、フ
ェノール系、フッソ（テトラクロロエチレン）系、塩化ビニリデン系、４級ピリジニウム
塩系、合成ゴム、セルロース、酢酸セルロース、キトサン、アルギン酸カルシウム等があ
げられるが、これらのポリマー材料に限定されるものではない。また、本発明で用いる上
記の高分子微粒子は必要に応じて染料により染色されているか、または顔料粒子を含有さ
せることにより着色して用いることも可能である。
【００２２】
また、これらの顔料成分は、顔料単独の微粒子としてだけでなく、各種表面処理した状態
でも用いることが好ましい。この場合の表面処理の方法としては、顔料粒子に対して通常
行われる各種の方法を適用することができ、例えば、ポリマーをはじめとする各種化合物
を顔料表面にコーティングしたもの、チタネート系・シラン系等の各種カップリング剤に
よるカップリング処理したもの、グラフト重合処理したもの等があげられる。また、これ
らの顔料粒子は、メカノケミカル的な処理を施した状態でも用いることが可能であり、顔
料粒子相互、又はポリマー粒子・中空ポリマー粒子との間で形成された複合粒子、さらに
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、各種樹脂との間で形成された複合粒子等の形態としても用いることが可能である。
【００２３】
これらの電気泳動性粒子の粒子径は、好ましくは０．０１～１０μm、より好ましくは０
．０５～５μmの物であるが、これらの粒子径に限定されるものではない。
【００２４】
また、本発明の電気泳動性粒子内包マイクロカプセルに使用される疎水性分散媒の中には
、電気泳動性粒子の帯電量を制御したり、分散性を高める目的で、分散剤を１種類以上含
有することが好ましい。これらの分散剤としては、疎水性分散媒に対して溶解又は分散状
態に混ざり合うことのできるノニオン（非イオン）系界面活性剤及びアニオン系界面活性
剤、カチオン系界面活性剤、両性系界面活性剤のイオン系界面活性剤を単独又は、２種以
上混合して用いる。
【００２５】
これらの分散剤としてノニオン系界面活性剤としては、例えばポリオキシエチレンノニル
フェノールエーテル、ポリオキシエチレンジノニルフェノールエーテル、ポリオキシエチ
レンオクチルフェノールエーテル、ポリオキシエチレンスチレン化フェノール、ポリオキ
シポリオキシエチレンビスフェノールＡ、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、
ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ノニルフェノールエトキシレート等のポ
リオキシアルキレンアルキルフェノールエーテル類。
【００２６】
ポリオキシエチレンひまし油、ポリオキシアルキレンブロックポリマー、ポリオキシエチ
レンセチルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイ
ルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシプロピレンエーテル等
のポリオキシアルキレンエーテル類。
モノオールタイプのポリオキシアルキレングリコール、ジオールタイプのポリオキシアル
キレングリコール、トリオールタイプのポリオキシアルキレングリコール、モノオール系
ブロックタイプのポリアルキレングリコール、ジオール系ブロックタイプのポリアルキレ
ングリコール、ランダムタイプのポリアルキレングリコール等のグリコール類。
オクチルフェノールエトキシレート、オレイルアルコールエトキシレート、ラウリルアル
コールエトキシレート等の第１級直鎖アルコールエトキシレート及び、第２級直鎖アルコ
ールエトキシレート、多核フェノールエトキシレート等のアルキルアルコールエーテル類
。
ポリオキシエチレンロジンエステル、ポリオキシエチレンラウリルエステル、ポリオキシ
エチレンオレイルエステル、ポリオキシエチレンステアリルエステル等のポリオキシアル
キレンアルキルエステル類。
【００２７】
ソルビタンモノラウレイト、ソルビタンモノパルミテート、ソルビタンモノステアレート
、ソルビタンジラウレイト、ソルビタンジパルミテート、ソルビタンジステアレート、ソ
ルビタンセスキラウレイト、ソルビタンセスキパルミテート、ソルビタンセスキステアレ
ート等のソルビタン脂肪酸エステル類。
ポリオキシエチレンソルビタンモノラウレイト、ポリオキシエチレンソルビタンモノパル
ミテート、ポリオキシエチレンソルビタンモノステアレート、ポリオキシエチレンソルビ
タンジラウレイト、ポリオキシエチレンソルビタンジパルミテート、ポリオキシエチレン
ソルビタンジステアレート、ポリオキシエチレンソルビタンセスキラウレイト、ポリオキ
シエチレンソルビタンセスキパルミテート、ポリオキシエチレンソルビタンセスキステア
レート等のポリオキシエチレンソルビタンエステル類。
【００２８】
飽和脂肪酸メチルエステル、不飽和脂肪酸メチルエステル、飽和脂肪酸ブチルエステル、
不飽和脂肪酸ブチルエステル、飽和脂肪酸ステアリルエステル、不飽和脂肪酸ステアリル
エステル、飽和脂肪酸オクチルエステル、不飽和脂肪酸オクチルエステル、ステアリン酸
ポリエチレングリコールエステル、オレイン酸ポリエチレングリコールエステル、ロジン
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ポリエチレングリコールエステル等の脂肪酸エステル類。ステアリン酸、オレイン酸、パ
ルミチン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸等の脂肪酸類及び、これら脂肪酸のアミド化化合
物類。ポリオキシエチレンラウリルアミン、ポリオキシエチレンアルキルアミン、ポリオ
キシエチレンアルキルアミンエーテル等のポリオキシエチレンアルキルアミン類。
【００２９】
ラウリル酸モノエタノールアミド、椰子脂肪酸ジエタノールアミド等の高級脂肪酸モノエ
タノールアミド類、高級脂肪酸ジエタノールアミド類、ポリオキシエチレンステアリン酸
アミド、ヤシジエタノールアミド（１－２型／１－１型）、アルキルアルキロールアミド
等のアミド化合物類及び、アルカノールアミド類。Ｒ－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）ｍＨ（ＣＨ2Ｃ
Ｈ2Ｏ）ｎＨ、Ｒ－ＮＨ－Ｃ3Ｈ6－ＮＨ2〔Ｒ＝オレイル・オクチル・ドデシル・テトラデ
シル・ヘキサデシル・オクラデシル・ヤシ・牛脂・大豆等〕で表されるアルカノールアミ
ン類。
Ｒ－ＮＨ2〔Ｒ＝オレイル・オクチル・ドデシル・テトラデシル・ヘキサデシル・オクラ
デシル・ヤシ・牛脂・大豆等〕で表される１級アミン類。Ｒ1Ｒ2－ＮＨ〔Ｒ1・Ｒ2＝Ｒ＝
オレイル・オクチル・ドデシル・テトラデシル・ヘキサデシル・オクラデシル・ヤシ・牛
脂・大豆等〕で表される２級アミン類。Ｒ1Ｒ2Ｒ3Ｎ〔Ｒ1・Ｒ2・Ｒ3＝オレイル・オクチ
ル・ドデシル・テトラデシル・ヘキサデシル・オクラデシル・ヤシ・牛脂・大豆等〕で表
される３級アミン類。各種合成系高級アルコール類及び、各種天然系高級アルコール類。
アクリル酸系化合物、ポリカルボン酸系化合物、ヒドロキシ脂肪酸オリゴマー、ヒドロキ
シ脂肪酸オリゴマー変成物等の高分子類及び、オリゴマー類を使用することができる。
【００３０】
アニオン系界面活性剤としては、例えばポリカルボン酸型高分子活性剤、ポリカルボン酸
型陰イオン活性剤、特殊脂肪酸石鹸、ロジン石鹸等のカルボン酸塩類。ヒマシ油硫酸エス
テル塩、ラウリルアルコールの硫酸エステルＮａ塩、ラウリルアルコールの硫酸エステル
アミン塩、天然アルコール硫酸エステルＮａ塩、高級アルコール硫酸エステルＮａ塩等の
アルコール系硫酸エステル塩類及び、ラウリルアルコールエーテルの硫酸エステルアミン
塩、ラウリルアルコールエーテルの硫酸エステルＮａ塩、合成高級アルコールエーテルの
硫酸エステルアミン塩、合成高級アルコールエーテルの硫酸エステルＮａ塩、アルキルポ
リエーテル硫酸エステルアミン塩、アルキルポリエーテル硫酸エステルＮａ塩、天然アル
コールＥＯ（エチレンオキシド）付加体系硫酸エステルアミン塩、天然アルコールＥＯ（
エチレンオキシド）付加体系硫酸エステルＮａ塩、合成アルコールＥＯ（エチレンオキシ
ド）付加体系硫酸エステルアミン塩、合成アルコールＥＯ（エチレンオキシド）付加体系
硫酸エステルＮａ塩、アルキルフェノールＥＯ（エチレンオキシド）付加体系硫酸エステ
ルアミン塩、アルキルフェノールＥＯ（エチレンオキシド）付加体系硫酸エステルＮａ塩
、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル硫酸エステルアミン塩、ポリオキシエチレ
ンノニルフェニルエーテル硫酸エステルＮａ塩、ポリオキシエチレン多環フェニルエーテ
ル硫酸エステルアミン塩、ポリオキシエチレン多環フェニルエーテル硫酸エステルＮａ塩
等の硫酸エステル塩類。各種アルキルアリルスルホン酸アミン塩、各種アルキルアリルス
ルホン酸Ｎａ塩、ナフタレンスルホン酸アミン塩、ナフタレンスルホン酸Ｎａ塩、各種ア
ルキルベンゼンスルホン酸アミン塩、各種アルキルベンゼンスルホン酸Ｎａ塩、ナフタレ
ンスルホン酸縮合物、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物等のスルホン酸塩類。
【００３１】
ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテルスルホン酸アミン塩、ポリオキシエチレンノ
ニルフェニルエーテルスルホン酸Ｎａ塩、ポリオキシエチレン特殊アリルエーテルスルホ
ン酸アミン塩、ポリオキシエチレン特殊アリルエーテルスルホン酸Ｎａ塩、ポリオキシエ
チレントリデシルフェニルエーテルスルホン酸アミン塩、ポリオキシエチレントリデシル
フェニルエーテルスルホン酸Ｎａ塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルスルホン酸ア
ミン塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルスルホン酸Ｎａ塩等のポリオキシアルキレ
ン系スルホン酸塩類。ジアルキルスルホサクシネートアミン塩、ジアルキルスルホサクシ
ネートＮａ塩、多環フェニルポリエトキシスルホサクシネートアミン塩、多環フェニルポ
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リエトキシスルホサクシネートＮａ塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルスルホ琥珀
酸モノエステルアミン塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルスルホ琥珀酸モノエステ
ルＮａ塩等のスルホ琥珀酸エステル塩類。アルキルリン酸エステル、アルコキシアルキル
リン酸エステル、高級アルコールリン酸エステル、高級アルコールリン酸塩、アルキルフ
ェノール型リン酸エステル、芳香族リン酸エステル、ポリオキシアルキレンアルキルエー
テルリン酸エステル、ポリオキシアルキレンアルキルアリルエーテルリン酸エステル等の
リン酸エステル類及び、リン酸塩類を使用することができる。
【００３２】
カチオン系界面活性剤としては、例えばＲ－Ｎ（ＣＨ3）３Ｘ〔Ｒ＝ステアリル・セチル
・ラウリル・オレイル・ドデシル・ヤシ・大豆・牛脂等／Ｘ＝ハロゲン・アミン等〕で表
されるアルキルトリメチルアミン系４級アンモニウム塩類。テトラメチルアミン系塩、テ
トラブチルアミン塩等の４級アンモニウム塩類。（ＲＮＨ3）（ＣＨ3ＣＯＯ）〔Ｒ＝ステ
アリル・セチル・ラウリル・オレイル・ドデシル・ヤシ・大豆・牛脂等〕で表される酢酸
塩類。ラウリルジメチルベンジルアンモニウム塩（ハロゲン・アミン塩等）、ステアリル
ジメチルベンジルアンモニウム塩（ハロゲン・アミン塩等）、ドデシルジメチルベンジル
アンモニウム塩（ハロゲン・アミン塩等）等のベンジルアミン系４級アンモニウム塩類。
Ｒ（ＣＨ3）Ｎ（Ｃ2Ｈ4Ｏ）ｍＨ（Ｃ2Ｈ4Ｏ）ｎ・Ｘ〔Ｒ＝ステアリル・セチル・ラウリ
ル・オレイル・ドデシル・ヤシ・大豆・牛脂等／Ｘ＝ハロゲン・アミン等〕で表されるポ
リオキシアルキレン系４級アンモニウム塩類を使用することができる。
【００３３】
両性系界面活性剤としては、例えば各種ベタイン型界面活性剤、各種イミダゾリン系界面
活性剤、β－アラニン型界面活性剤、ポリオクチルポリアミノエチルグリシン塩酸塩等を
使用することができる。またその他の各種保護コロイド剤を用いることができる。
【００３４】
上記からなる電気泳動表示装置用疎水性分散媒の電導度が0～20ｐS／cmになる範囲で効果
を発揮できることが好ましい。
【００３５】
本発明の電気泳動性粒子内包マイクロカプセルの作製する際、まず疎水性分散液を親水性
媒体に乳化する。親水性媒体としては水が最も好ましいが、場合によっては水に溶解する
有機溶剤、例えばアルコール類等を添加してもよい。
【００３６】
親水性媒体中には分散安定剤を存在させておくが、その分散安定剤としては、例えば、水
溶性アクリル樹脂、水溶性ポリウレタン樹脂、水溶性ポリエステル樹脂、水溶性エポキシ
樹脂、マレイン酸共重合物（スチレン、エチレン、プロピレン、メチルビニルエーテル、
酢酸ビニル、イソブチレン、ブタジエン等とマレイン酸との共重合物等）、カルボキシメ
チルセルロース、メチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ゼラチン、アラビア
ゴム、澱粉誘導体、ポリビニルアルコール等の高分子分散剤や低分子量の非イオン性界面
活性剤やイオン性界面活性剤や無機微粒子としては、例えば、タルク、ベントナイト、有
機ベントナイト、ホワイトカーボン、コロイド状シリカ、コロイド状アルミナ、微粒子シ
リカ、炭酸カルシウム、硫酸カルシウム等を利用することができる。また、上記で作製し
た多官能アミン化合物変性体を分散安定剤として使用することもできる。
【００３７】
以下に本発明に用いられるマイクロカプセルの代表的な合成方法を示す。基本的には、次
のような工程からなる。分散安定剤を含む水溶液を調製する。分散安定剤の量は、水１０
０重量部に対して、０．２～１０重量部、好ましくは、０．５～５重量部を用いるのが適
当である。
【００３８】
次に疎水性分散媒に電気泳動性粒子、多官能（メタ）アクリレート化合物、その他分散剤
を混合して疎水性分散液を調整する。この疎水性分散液を上記工程において調製した分散
安定剤水溶液に乳化分散させる。ここに、電気泳動性粒子の使用量は、上記疎水性分散液
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１００重量部に対して、０．１～３０重量部、好ましくは、１～１５重量部の範囲である
。多官能（メタ）アクリレート化合物の使用量は、上記疎水性分散液１００重量部に対し
て、１～５０重量部、好ましくは、５～２０重量部の範囲である。また、多官能アミン化
合物は上記疎水性分散液に添加しておいてもよいが乳化後に添加して反応させる方が一般
的である。多官能アミン化合物の使用量は、上記疎水性分散液１００重量部に対して、１
～５０重量部、好ましくは、５～２０重量部の範囲である。得られた乳化分散液を所定の
温度に加熱して反応させることにより目的のマイクロカプセルを得る。
【００３９】
本発明においては、前記の電気泳動性粒子含有マイクロカプセルを用いた電解応答性の可
逆的表示方法が提供されるが、これらの電気泳動表示媒体の形態としては、例えば、少な
くとも一方が透明である一対の基板のうち、少なくとも一方の基板が片面に電極を有して
おり、該電極面が一方の基板とスペーサーを介して／又は、介さないで対向配置すること
で形成された空間に本発明の電気泳動性粒子内包マイクロカプセルを充填した電気泳動性
可逆表示媒体。あるいは、少なくとも一方が透明である一対の基板のうち、少なくとも一
方の基板が片面に電極を有しており、該電極面が一方の基板とスペーサーを介して／又は
、介さないで対向配置することで形成された空間をマトリックス材料によって不連続に分
割し、本発明の電気泳動性粒子内包マイクロカプセルを充填した電気泳動性可逆表示媒体
。あるいは、片面に電極を有している透明又は不透明な基板の電極面側に本発明の電気泳
動性粒子内包マイクロカプセルとマトリックス材料からなる塗工層を形成した電気泳動性
可逆表示媒体。あるいは、片面に電極を有している透明又は不透明な基板の電極面側に本
発明の電気泳動性粒子内包マイクロカプセルとマトリックス材料からなる塗工層を形成し
、該塗工層上にオーバーコート層を設けた電気泳動性可逆表示媒体などがあげられる。尚
、本発明における基板とは、電極面を有するものと有しないものの両方を示している。
【００４０】
図１は、スペーサーを介した一対の電極基板によって形成された空間に、マトリックス材
料を用いて、本発明の電気泳動性粒子内包マイクロカプセルを可逆的表示記録層として充
填し、電気泳動表示媒体を作製したものである。可逆的表示記録層は、本発明の電気泳動
性粒子含有マイクロカプセルとマトリックス材料を溶解、分散、懸濁又は乳化し塗工液と
して調整し、得られる塗工液をワイヤーバーコート、ロールコート、ブレードコート、デ
ィップコート、スプレーコート、スピンコート、又はグラビアコートなどの方法により電
極板上に塗工・乾燥して得られる。この場合、電極板とはガラス板やプラスチックフィル
ム上にＩＴＯなどの導電性膜を形成してなる電極、アルミニウム、銅、金などの導電性金
属膜を形成してなる電極などを挙げることができる。
【００４１】
マトリックス材としては、前記マイクロカプセルの壁材と同様な材料又は、ポリエチレン
、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニルデン、塩化ビニル－
酢酸ビニル共重合体、ポリビニルブチラール、ポリビニルアルコール、ポリエチレンオキ
シド、ポリプロピレンオキシド、エチレン－ビニルアルコール共重合体、ポリアセタール
、アクリル樹脂、メチルセルロース、エチルセルロース、フェノール樹脂、フッ素樹脂、
シリコーン樹脂、ジエン樹脂、ポリスチレン系熱可塑性エラストマー、ポリオレフィン系
熱可塑性エラストマー、ポリウレタン系熱可塑性エラストマー、ポリエステル系熱可塑性
エラストマー、ポリフェニレンエーテル、ポリフェニレンスルフィド、ポリエーテルスル
ホン、ポリエーテルケトン、ポリアリレート、アラミド、ポリイミド、ポリ－ｐ－フェニ
レン、ポリ－ｐ－キシレン、ポリ－ｐ－フェニレンビニレン、ポリヒダントイン、ポリパ
ラバン酸、ポリベンゾイミダゾール、ポリベンゾチアゾール、ポリベンゾオキサジアゾー
ル、ポリキノキサリン、前記した熱硬化性樹脂又は活性エネルギー線硬化樹脂、あるいは
それらの混合物から選択された一種類以上の材料を用いることができる。
【００４２】
オーバーコート層を形成する材料としては、前記のマトリックス材料を形成する材料を用
いることができる。オーバーコート層は、これらの前記の材料を溶解、分散、懸濁又は乳
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化する媒体、硬化剤、触媒及び／又は助触媒を加えた保護層材料組成物を、表示層上にワ
イヤーバーコート、ロールコート、ブレードコート、ディップコート、スプレーコート、
スピンコート、又はグラビアコートなどの塗布方法、又はスパッタリング及び化学的気相
法などにより形成する。オーバーコート層の厚さは、記録層を保護する機能を有する範囲
内で可能な限り薄いほうが望ましく、約０．１～１００μｍ、より好ましくは０．３～３
０μｍである。
【００４３】
【実施例】
以下、本発明を実施例により説明する。なお、例中「部」、「％」はそれぞれ「重量部」
、「重量％」を示す。
【００４４】
（実施例１）
分散相：パラフィン系炭化水素アイソパー（エクソン株式会社製）１５０重量部に対して
、油溶性染料のオイルブルー１重量部を溶解して着色した疎水性分散媒を用意した。この
疎水性分散媒に電気泳動性粒子として二酸化チタン（デュポン社製、Ｔｉ－ＰＵＲＥ　Ｒ
１０４）５重量部、分散剤としてOLOA4382（シェブロン社製）０．１部を加え超音波分散
機を用いて１０分間分散させて、疎水性分散相溶液を作製した。電気伝導度は５pS/cmで
あった。さらに１，９－ノナンジオールジアクリレート５重量部を添加した。
連続相：イオン交換水１５００重量部に分散安定剤としてポリビニルアルコール２０重量
部を溶解した水溶液を調整した。
【００４５】
上記分散相を連続相の中に乳化分散して電気泳動性粒子内包マイクロカプセル分散液を得
た。この分散液１０００重量部に対して、１０％ポリアリルアミン水溶液１００重量部を
添加した。この混合液を６０℃で１時間反応させて、電気泳動性粒子内包マイクロカプセ
ル１を得た。得られたマイクロカプセル１からはパラフィン系炭化水素アイソパーの漏洩
は観察されず、良好なバリア性があることが確認された。
【００４６】
ついで、１０重量％ポリビニルアルコール水溶液８０ｇに、得られた電気泳動性粒子内包
マイクロカプセル－１を２０ｇ加え分散塗工液を調整した。この塗工液をギャップ１００
μｍのアプリケーターを用い、ＩＴＯ膜付きＰＥＴフィルム上（ＩＴＯ膜上）に塗布、乾
燥して電気泳動性粒子内包マイクロカプセル塗膜を形成し、さらにその上にＩＴＯ膜付き
ＰＥＴフィルム（ＩＴＯ膜がマイクロカプセル塗膜側）を乗せることで、電気泳動表示媒
体を作成した。この様にして作成した電気泳動表示媒体を直流電源に接続し、１０Ｈｚの
矩形周波数で電界方向を切り替えて、±１００Ｖの電圧を印加させることで、二酸化チタ
ン粒子が上部電極に電気泳動した場合は白（この時、上部電極の電界が正）、二酸化チタ
ン粒子が下部電極に電気泳動した場合は青（この時、下部電極の電界が正）の表示が可能
であった。
【００４７】
得られた電気泳動表示媒体の表示性能を調べるために、大塚電子製Ｐｈｏｔａｌ　ＭＣＰ
Ｄ－１０００を用いて、それぞれ白表示、青表示の時の反射光強度を、可視光領域にて４
５°照射－０°受光で測定し、両表示色の反射率の比を、コントラストとして求めた結果
、コントラストは１（青）：６．０（白）であった。ちなみに、新聞に印刷された青ベタ
印刷部分と新聞紙の白地部分のコントラストは１（青）：７．４（白）であり、当該電気
泳動表示媒体の表示コントラストが高いことが証明された。
【００４８】
（実施例２）
多官能アクリレートをジメチロールトリシクロデカンジアクリレートに変えた以外は実施
例１と同様の方法で電気泳動性粒子内包マイクロカプセル２を作製した。得られたマイク
ロカプセル２からはパラフィン系炭化水素アイソパーの漏洩は観察されず、良好なバリア
性があることが確認された。さらに、両表示色の反射率の比を、コントラストとして求め
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た結果、コントラストは１（青）：６．２（白）であり、当該電気泳動表示媒体の表示コ
ントラストが高いことが証明された。
【００４９】
（実施例３）
多官能アミンをポリエチレンイミンに変えた以外は実施例１と同様の方法で電気泳動性粒
子内包マイクロカプセル３を作製した。得られたマイクロカプセル３からはパラフィン系
炭化水素アイソパーの漏洩は観察されず、良好なバリア性があることが確認された。さら
に、両表示色の反射率の比を、コントラストとして求めた結果、コントラストは１（青）
：５．９（白）であり、当該電気泳動表示媒体の表示コントラストが高いことが証明され
た。
【００５０】
（比較例１）
多官能アクリレート化合物として使用した１，９－ノナンジオールジアクリレート変えて
多官能イソシアネート化合物としてヘキサメチレンジイソシアネートを使用してウレタン
系の反応を行った。その他は実施例１と同様の方法で電気泳動性粒子内包マイクロカプセ
ル４を作製した。得られた電気泳動性粒子内包マイクロカプセル４は硬くて脆い膜を有し
ているため乾燥、分級時にカプセルの一部が壊れていた。また、乾燥後のカプセルからは
パラフィン系炭化水素アイソパーが漏れており、カプセル膜が多孔質になっていると考え
られる。
【００５１】
（比較例２）
分散相：パラフィン系炭化水素アイソパー（エクソン株式会社製）１５０重量部に対して
、油溶性染料のオイルブルー１重量部を溶解して着色した疎水性分散媒を用意した。この
疎水性分散媒に電気泳動性粒子として二酸化チタン（デュポン社製、Ｔｉ－ＰＵＲＥ　Ｒ
１０４）５重量部、分散剤としてOLOA4382（シェブロン社製）０．１部を加え超音波分散
機を用いて１０分間分散させて、疎水性分散相溶液を作製した。電気伝導度は５pS/cmで
あった。
連続相：イオン交換水１５００重量部に水溶性高分子として重量平均分子量が７万のスチ
レン－無水マレイン酸の部分中和樹脂２０重量部を溶解した水溶液を準備した。
【００５２】
上記分散相を連続相の中に乳化分散して電気泳動性粒子内包マイクロカプセル分散液を得
た。別に、３７％ホルマリン１５０重量部、メラミン５０重量部、イオン交換水４００重
量部からなる混合液を撹拌下、苛性ソーダ水溶液を用いてｐＨ９．０に調整し、６０℃で
２０分間反応させて透明なメラミン／ホルムアルデヒド縮合物を得た。この反応液を反応
釜に入れておいた先の乳化分散液に添加して５０℃で３時間ｉｎ－ｓｉｔｕ法で反応させ
電気泳動性粒子内包マイクロカプセル５を作製した。得られた電気泳動性粒子内包マイク
ロカプセル５は硬くて脆い膜を有しているため乾燥、分級時にカプセルの一部が壊れてい
た。
【００５３】
【発明の効果】
本発明は、多官能（メタ）アクリレートと多官能アミンの界面重合による新規マイクロカ
プセルに関する。本発明によれば、バリア性に優れたマイクロカプセルを作製することが
でき、塗工乾燥させても壊れることがない。また、内容物に対しても影響が少なく、電気
泳動性粒子内包マイクロカプセルとして使用するのに有用である。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の電気泳動性粒子分散液内包マイクロカプセルを用いた電気泳動表示媒体
の模式図を表す。
【符号の説明】
２５．基板、２６．電極、２７．透明電極、２８．マイクロカプセル充填層（マトリック
ス層）、２９．電気泳動性粒子分散液内包マイクロカプセル、３０．スペーサー
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